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Ⅱ．2 つの ICT 化
ⅰ．製品・サービスの ICT 化
ⅱ．取引の ICT 化










本稿の目的は，主に 2000 年代前半における日本産業の ICT 化動向を把握し，分析課題を浮き上








産業が ICT 化すると言ったとき，大きく 2 つに分類されるだろう．第一に，産業が生み出す製
品あるいはサービスが ICT 化されていく場合が挙げられる．具体的には，VTR が DVD プレイヤー
に変わり，銀塩カメラがデジタルカメラに変わるといった現象を指す．デジタル家電に代表される
1） 今日において情報通信技術は，ICT（Information and Communication Technology）と呼ばれることが増え
てきている．本稿では，デジタル化や情報化，IT 化といった言葉を包括する意味で，ICT 化という言葉を
統一的に用いている．






BtoB と呼ばれ，一方，売り手が企業で買い手が一般消費者である場合には BtoC と呼ばれる．こ
れら 2 つの取引において，ICT 化はいったいどの程度進んだのであろうか．
これらの問いを検討するため，本稿は以下のように構成していく．まず次の第 2 節では，製品・
サービスと取引という，日本産業における 2 つの ICT 化の推移をまず把握していく．ここではと
くに取引の ICT 化の規模において，BtoB 取引では日本が，BtoC 取引ではアメリカがそれぞれ他方
を上回っている姿が浮き彫りにされる．この指摘を踏まえ，つづく第 3 節以降では取引の ICT 化
に注目し，BtoB 取引と BtoC 取引のそれぞれにおける ICT 化を分析していくことにする．第 3 節
では，BtoB 取引において日本がアメリカを上回っている背景を分析していく．第 4 節では BtoC
取引において日本がアメリカを下回っている背景を分析していく．そして最後に第 5 節においてま
とめを行い，今後の分析課題を検討していく．
Ⅱ．2 つの ICT 化
ⅰ．製品・サービスの ICT 化
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業界団体であるカメラ映像機器協会はついに 2008 年 2 月から銀塩カメラに関する統計データの発
表を打ち切る結果となっている．





















CRT 薄型 VTR DVD（録再機） 銀塩 DSC
1999 年 959.7 39.3 683.4 418.1 149.8
2000 年 987.3 42.7 641.2 358.0 294.9
2001 年 963.1 67.9 613.2 301.8 483.1
2002 年 843.3 120.0 472.9 62.3 224.2 654.9
2003 年 716.2 177.2 295.2 196.2 114.6 843.8
2004 年 575.4 300.5 184.8 407.1 59.8 854.6
2005 年 398.2 468.5 109.3 423.8 30.2 844.3
2006 年 185.6 636.4 57.0 348.2 12.8 942.4
2007 年 62.5 837.7 28.9 299.1 5.3 1098.7
出所：電子情報技術産業協会，カメラ映像機器協会
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億円（2007 年）という推移になっている．総広告費は 6 兆 8235 億円（2005 年），6 兆 9399 億円（2006
年），7 兆 191 億円（2007 年）となっているから，全体に占めるインターネット広告の構成比は 5.6％，
6.9％，そして 8.6％と増加傾向を辿っていることになる．
最近ではインターネットの普及にともなって，人々のテレビ離れが指摘されることが増えてきて
いる．こうした動きは広告費にも確実に反映されているようである．テレビの広告費は 2 兆 411 億
円（2005 年），2 兆 161 億円（2006 年），そして 1 兆 9981 億円（2007 年）という値で推移している．
いまだその規模自体は大きいものの，漸次縮小傾向を見てとることができよう．
既存サービスの ICT 化における次の点として，音楽配信サービスなどのコンテンツ事業の動向




表 2　コンテンツ系 EC ビジネス規模の推移（単位：億円）
携帯電話向け パソコン向け
2001 年 1752 1339
2002 年 2376 1265
2003 年 2566 1957
2004 年 2969 2555
2005 年 3697 3461
2006 年 5207 4720
出所：情報通信ハンドブック
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第一に，携帯電話向けのコンテンツ系 EC 市場規模が，パソコン向けのコンテンツ系 EC 市場よ
りも一貫して大きいことがわかる．携帯電話向け市場の方が大きいのは，1999 年から本格的に拡










製品・サービスの ICT 化に対し，取引の ICT 化はいったいどのように推移してきたのだろうか．
取引の ICT 化を把握する際には，その取引が企業から企業への取引（BtoB）なのか，企業から消
費者への取引（BtoC）なのかによって二分するのが一般的である．この通例にならい，本稿でも
取引の ICT 化を BtoB と BtoC の 2 つに分け，その動向を確認していこう．
図 2 は，BtoB の EC 市場の動向を日米比較した図である．国際比較の対象としてアメリカを選
図 2　BtoB における EC 市場規模（広義）の日米比較
出所：経済産業省（2005）『電子商取引市場規模日米比較』，経済産業省『電子商取引に関する市場調査』各年版．
注：データは少数第 2位で切り捨て．2003年と 2004年は 1ドル 108円，2005年と 2006年は 1ドル 110.2円で換算．
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んだのは，いち早く ICT 化が進んだと言われることが多いことと，そもそも各種の産業規模も大き
いからである．この図を見ると，2003 年には，アメリカが 166.1 兆円であるのに対して日本は
157.1 兆円を記録している．先行するアメリカ，追いかける日本，という姿が確認できる．しかし，
その後の展開は一般的に思い描く姿とは異なるように思われる．2004 年に入ると，日本が 191 兆
円に拡大するのに対してアメリカは 185.8 兆円までしか拡大していない．日米で逆転しているので
ある．2005 年以降は日本では 200 兆円を越える一方で，アメリカは未だ 200 兆円を超えていない．







続いて，BtoC における EC 市場規模を日米で比べていこう．図 3 は，2005 年と 2006 年におけ
る両国 EC 市場規模をそれぞれ比べた図である．アメリカの EC 市場規模が日本よりも圧倒的に大
きいことが一目瞭然であろう．2005 年はアメリカの 15.9 兆円に対し日本はわずか 3.4 兆円，2006
年に入ってもアメリカの 19.2 兆円に対し日本は 4.3 兆円である．2005 年から 2006 年にかけての伸
び方をみると，アメリカが BtoC での EC 市場を 3.3 兆円も拡大させているにもかかわらず，日本
では 0.9 兆円しか拡大していない．
図 3　BtoC における EC 市場規模の日米比較
出所：経済産業省『電子商取引に関する市場調査』各年版．
注：両年とも 1 ドル 110.2 円で換算．
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取引の ICT 化に関する以上の動きをまとめると，BtoB 取引の EC 市場規模は日本の方がアメリ
カよりも大きく，BtoC 取引の EC 市場規模はアメリカの方が日本よりも大きい，という姿が確認
できる．ではいったいなぜ，BtoB 取引では日本の方が大きく，BtoC 取引ではアメリカの方が大き
いのであろうか．次節では，この問いについて考えていくことにしよう．
Ⅲ．なぜ BtoB 取引の EC 市場規模は大きいのか
ⅰ．どの産業で大きいのか
前節で見てきたように，日本におけるBtoBのEC市場はかなり大きな規模で推移している．では，
日本における BtoB の EC 市場規模を支える産業は，いったい何であろうか．図 4 は，2006 年にお
ける日本の BtoB の EC 市場規模を，産業ごとに分類した図である．横軸が各産業における EC 市





る．これら 2 つの業界が日本の BtoB における EC 市場規模を牽引しているのである．さらに，右
図 4　日本の産業別 EC 状況（2006 年，広義）
出所：経済産業省（2007）『電子商取引に関する市場調査』をもとに著者作成．







EC の状況と見比べながら確認しておこう．図 5 は，アメリカの産業別 EC 状況を示した図である．
この点から少なくとも 2 点が明らかとなると思われる．第一に，日本と同じようにアメリカでも輸
送用機械と卸売りの EC 市場規模が大きいことがうかがえる．なかでも，やはり卸売りは EC 市場
規模が最も大きい一方で EC 化率は低い．第二に，電機・情報関連機器を見ると，EC 市場規模お
よび EC 化率の両方においてアメリカは日本よりも小さく低いことがわかる．アメリカにおける電
気・情報関連機器産業の EC 市場規模は，食品業界における EC 市場規模よりも小さい．
以上の日米比較から見える点をまとめると，第一に，輸送用機械や卸売業界は日米問わず EC 市
場規模が拡大しやすい産業であるけれども，EC 市場が拡大しやすいこれら 2 業界を日米で見比べ
てみても，日本の方が規模も大きく EC 化率も高いことが確認できる．そして第二に，電気・情報
関連機器業界においては EC 市場が日本でより広く浸透している様子が確認できる．やはり輸送用
機械や卸売業界，そして電気・情報関連機器業界といった 3 つの業界が，日本の EC 市場規模を強
く牽引していると考えられる．
図 5　アメリカの産業別 EC 状況（2006 年，広義）
出所：経済産業省（2007）『電子商取引に関する市場調査』をもとに著者作成．
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ⅱ．なぜ大きいのか
輸送用機械や卸売，そして電気・情報関連機器といったこれら 3 つの産業では，なぜ取引の ICT
化が顕著に進んだのであろうか．この問いに対して暫定的に考えられる仮説は，1）系列，2）国際




ともなって，取引先企業への ICT 化圧力も強くかかりやすいと思われる．事実，455 社の日本企業























ループでの取引が ICT 化された場合，それは EC 市場規模のなかに算出されることになるのである．
周知のとおり，日本においては緩やかな統合関係にある企業グループが数多く存在し，組織的取引
原理に基づきながらも企業間で行われる取引が多い．その結果として，EC 市場規模は計算上かさ




いと思われる．内部化された取引は，それが ICT 化されていたとしても EC 市場での取引ではない
から，EC 市場規模には反映されない．その結果，実際は似たような取引でも，日本では EC 市場
規模に反映される一方で，アメリカでは反映されてこない，という事態が想定される．




一言でまとめれば，組織的市場の浸透している日本では BtoB の EC 市場規模がかさましされて
算出されやすいため，ICT 化が進んだように見える，ということである．取引原理の相違が EC 市
場規模の算出過程に及ぼす影響は，無視できないかもしれない．
そして第四に，模倣行動仮説が考えられる．これは経済合理的動機に基づく ICT 化というより














ここまで，BtoB の EC 市場が日本で拡大してきたとされる背景を探ってきた．では次に，BtoB
取引はどのようなかたちで ICT 化されてきたのだろうか．BtoB の EC 市場が拡大しているといっ
たとき，おそらく 2 つの場合が想定されうるだろう．第一に，e-marketplace が拡大しているので
はないか，という点である．そもそも ICT 化は，他の潜在的な取引相手の探索コストを引き下げ
てくれるために，従来の垂直統合構造を解体する方向に働きかける，と様々な場面で言われていた．











ら BtoB の EC 市場が拡大したのか，それとも，2）既存の企業間取引が ICT 化されたために BtoB
の EC 市場が拡大したのか，という 2 つの場合が考えられるのである．
結論から言えば，日本の BtoB 取引の ICT 化に関する限り，e-marketplace はほとんど機能してい
ないと言って良い．したがって，ICT 化された取引のほとんどは，従来の取引を ICT 化したもの
であると考えられる．2000 年に入ってから e-marketplace は，文字通り乱立した．たとえば鉄鋼業
界では，商社が牽引して 3 つもの e-marketplace が立ち上がった．しかしその試みは成功とは言い
がたいのである．事実，丸紅 CIO の浅田照男氏は次のように述べている．










丸紅は，伊藤忠商事と住友商事とともに日本メタルサイトという e-marketplace を 2000 年 7 月に
設立したが，取引は思うように伸びなかったのである．実際，こうした e-marketplace は他業界に
おいてもさほどうまくいっていないと考えられる．たとえば自動車業界をみると，e-marketplace
4） 『日経情報ストラテジー』2007 年 6 月号，p. 16．かっこ内は，著者付記．
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で取引された金額は 2003 年の一年間でわずか 1850 億円である（経済産業省，2004）．同年の自動









Ⅳ．なぜ BtoC 取引の EC 市場規模は小さいままなのか
本節では次に，BtoB から BtoC に分析の目を移して BtoC の EC 市場規模が日本でさほど拡大し




しかしながら，それにしても日本の BtoC における EC 市場規模は進展が遅いようである．それ
は先述したように，アメリカと比べるとさらに顕著に浮かび上がる．そこで以下では，アメリカの




第一に，利用世代を考えよう．図 7 は，2005 年におけるインターネット・ショッピングの年齢
別利用者割合を日米比較した図である．この図から読み取れる点は 2 つあるだろう．第一に，日米
における利用世代のピークの比較である．日本におけるインターネット・ショッピング利用世代の
ピークは 20 代（50.5％）である一方で，アメリカのそれは 40 代（55％）となっている．
一般的に，洋の東西問わず，中年世代である 40 代の消費支出額は大きいと言われる．アメリカ
では，消費行動の旺盛な世代が最も EC に熱心なのである．一方，日本のように 20 代が消費行動
旺盛であったとしても，個々人の消費上限額は 40 代よりも小さいであろう．すなわち，BtoC の EC
市場を支えるピーク世代の日米でのずれが，市場規模の差につながっていると考えられるのである．
図 7 から読み取れる第二のポイントは，カーブの傾斜である．日本ではピークである 20 代の
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50.5％から 60 代前半の 10％までカーブが急落していくのに対し，アメリカではピークである 40 代
の 55％から 60 代前半の 37.4％まで緩やかに落ちているだけである．アメリカではピーク世代だけ
にとどまらずに旺盛に EC を活用している，という姿が確認できるだろう．一方で日本では，消費
支出額の大きいはずの中高年層があまり EC を活用してくれていないのである．
加えて，アメリカでは 40 代の人口が国の中でも特に多い．図 8 は，図 7 と同じ 2005 年における
年齢階層別人口を日米比較した図である．図から，インターネット・ショッピングに熱心な 40 代
は 4469 万人と，アメリカで最も多いことがわかるだろう．その一方で，日本のインターネット・
ショッピングでピークだった 20 代は 1563 万人にすぎないのである．人口構成上の違いとインター










図 6　BtoC における EC 市場規模推移
出所：経済産業省『電子商取引に関する市場調査』各年版．
注 1：予測値は，アクセンチュアによる 2000 年時点でのもの．
注 2：実測値は，2004 年と 2005 年の間に不連続で大きな乖離がある．計測方法が変わったものと思われる．
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こうした歴史的背景の違いが，インターネット・ショッピングに対する感応性に差を生み出した
と考えられよう．当然，通信販売に慣れている方がインターネット・ショッピングに対して親和性
が高いに違いない．表 3 は，2004 年と 2005 年のアメリカにおける小売業の売上高を細分化した表






出所：Census Bureau，総務省（2006）『平成 17 年国勢調査』より著者計算．







表 3　U.S. Retail Trade Sales1—Total and E-commerce: 2005 and 2004
Estimates are based on data from the 2005 Annual Retail Trade Survey. Sales estimates are shown in millions of 
dollars, consequently industry group estimates may not be additive. Estimated measures of sampling variability 

























Total Retail Trade 3,693,430 93,280 3,474,340 76,344 6.3 22.2 2.5 2.2 100.0
441 Motor vehicles and parts 
dealers
888,307 16,729 864,541 13,442 2.7 24.5 1.9 1.6 17.9
442 Furniture and home 
fumishing stores
112,403 544 105,303 458 6.7 18.8 0.5 0.4 0.6
443 Electronics and appliance 
stores
102,176 1,303 94,811 1,053 7.8 23.7 1.3 1.1 1.4
444 Building materials and 
garden equipment and 
supplies stores
327,410 (S) 298,782 (S) 9.6 (S) (S) (S) (S)
445 Food and beverage stores 516,851 530 494,966 431 4.4 23.0 0.1 0.1 0.6
446 Health and personal care 
stores
208,711 (S) 198,933 (S) 4.9 (S) (S) (S) (S)
447 Gasoline stations 373,344 (S) 320,435 (S) 16.5 (S) (S) (S) (S)
448 Clothing and clothing 
accessories stores
201,896 1,786 190,079 1,463 6.2 22.1 0.9 0.8 1.9
451 Sporting goods, hobby, 
book, and music stores
82,456 1,116 80,061 942 3.0 18.5 1.4 1.2 1.2
452 General merchandise 
stores
524,950 (S) 497,174 (S) 5.6 (S) (S) (S) (S)
453 Miscellaneous store 
retailers
110,593 1,771 105,253 1,437 5.1 23.2 1.6 1.4 1.9
454 Nonstore retailers 244,333 68,054 224,002 56,010 9.1 21.5 27.9 25.0 73.0
45411 Electronic shopping and 
mail-order houses
161,598 65,387 147,199 53,420 9.8 22.4 40.5 36.3 70.1
(S) Estimate does not meet publication standards because of high sampling variability or poor response quality. 
Unpublished estimates derived from this table by subtraction are subject to these same limitations and should not be 
attributed to the U.S. Census Bureau.
Note: Estimates are not adjusted for price changes. For information on confidentially protection, sampling error, 
nonsampling error, sample design, and definitions, visit www.census.gov/mrts/www/nrely.html
1 Estimates include data for businesses with or without paid employees and are subject to revision.
Source: U.S. Census Bureau, 2005 Annual Retail Trade Survey
































ターネット・ショッピングにおいては，各州が課す売上・利用税（Sales and use tax）から消費者
が実質的に逃れうるのである．
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加えてアメリカでは，BtoC の EC 市場が立ち上がる早いうちから，インターネットに関わる新
規課税に慎重な姿勢を保ち続けていた．まず，1998 年から 3 年間の年限つきで，1）インターネット・
アクセス料の新たな課税，2）電子商取引に対する複合的で差別的な課税，の双方を禁じた The 
Internet Tax Freedom Act を制定している．その後，この法案は 2 年間の延長が決定されたうえ，
2004 年には Internet Tax Nondiscrimination Act へと発展していくこととなった．






本稿では，主に 2000 年代前半における日本産業の ICT 化を 1）製品・サービス，そして 2）取引，
の 2 つに分けてそれらの動向を把握したうえで，とくに取引の ICT 化に注目して BtoB と BtoC そ
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とでその拡大傾向が大きく異なることが見られたからである．とくにアメリカと比較してみると，
アメリカより上回っている BtoB，アメリカより下回っている BtoC という 2 つの異なる姿が浮か
び上がってきた．
こうした現状把握を踏まえたうえで，日本の BtoB における EC 市場規模を高める要因として，1）
系列，2）国際競争，3）かさまし，そして 4）模倣行動，という 4 つを暫定的に指摘した．他方で，
BtoC における EC 市場規模があまり大きくない要因としては，1）利用世代，2）小売形態，そし










ようとなかろうと，Nexus があるのだから売上税の徴収義務を Amazon に課す，ということである．
もちろん，この法案は Amazon だけに適用されるものではない．しかし，Amazon をターゲットに
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Advancement of ICT in Japanese Industries in the Early 2000’s
Masatoshi FUJIWARA
ABSTRACT
This paper tries to find out the advancement of ICT in Japanese industries in the early 2000’s. 
Around the year 2000, it was often said that ICT in Japan was so much behind compared to other 
countries. We focus on after 2000 to find out what is occurring now in the advancement of ICT in 
Japanese industries.
After that, we examine the reason why two things happen as follows:
1. The market size of BtoB e-commerce in Japan is much larger than that of the US.
2. The market size of BtoC e-commerce in Japan is much smaller than that of the US.
We find out the reason why Japanese BtoB e-commerce is larger is related to four factors; Keiretsu, 
global competition, spuriousness, and social conformity. We also point out the reason why Japanese 
BtoC e-commerce is smaller is related to three factors; the generation of consumers who use online 
shopping, retailers, and tax law. Finally, we propose what we should research for the future.
